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は じ め に

　本書の原版にあたるのは，故笠井芳夫先生・故毛見虎雄先生が中心となって奔走，1970 年に出版へ
と至った「コンクリート構造物の解体工法」であり，この内容を全面的に見直して 1979 年に（財）経
済調査会から「解体工法と積算」が出版，改訂３版まで重ねられた。そして 2003 年，それまでの解体
工法，機械の大きな変化・進歩，副産物の取り扱い，再利用のあり方の変化，とりわけ 2002 年施行の「建
設リサイクル法」への対応に迫られる形で，同（財）経済調査会から「新・解体工法と積算」が出版さ
れた。
　その後の環境重視の流れの中，建設リサイクル法の定着，石綿障害予防規則の制定（2005 年）と運用，
高層ビル解体の開始などを受け，2010 年頃より笠井先生・毛見先生の下，「新・解体工法と積算」の大
改訂の準備を始めることとなった。しかしながら，東日本大震災の年，2011 年の夏と秋に相次いで毛
見先生と笠井先生という大黒柱を失ってしまい，大改訂構想の下，改訂原稿素案が笠井先生の絶筆となっ
てしまった。この時点で笠井先生・毛見先生を含め，初版から執筆を担当された方々のほとんどが退職・
引退されているかお亡くなりになっており，これから勉強し，教えを受けるところであった残された者
には，大改訂のハードルは高く，両先生のご逝去により頓挫せざるを得なくなった。その時の心境を笠
井先生のご葬儀に際し，弔辞として「先生が企画途中・執筆中で，先生がやり遂げられなかったことは，
わかっています。しかし，先生ごめんなさい。同じ勢いで進めることは，残された我々には無理です。
あと半年で済んでいたかもしれないものは，２年。今企画を始めたもので，２～３年で終えられる予定
だったかもしれないものは，10 年かかるかもしれません。進めるためには，まずは我々の勉強からは
じまり，経験を積まなければならないことがほとんどです。」と私は述べさせていただいた。
　このような状況の中，「解体工事業」を業種として認めようという機運が高まり，2014 年６月，つい
に国会審議を経て建設業法改正が公布され，「解体工事業」が第 29 番目の業種区分として成立した。「解
体」の業界を常に先導してこられた笠井先生・毛見先生が生きておられたら，どれほどの喜びを感じ，
どれほどの達成感を感じられただろうと想うと切ない気持ちにもなる。
　この「解体工事業」の成立におよんで，「新・解体工法と積算」の改訂は，これからの「解体工事業」
を支える上でも待ったなしの状況となった。先に述べたように，「新・解体工法と積算」の執筆者の協
力はほとんど得られないことから，今後をも見据えた新たな執筆陣の編成から始めることになった。不
肖私が代表となり，これまでのつてでお声を掛けさせていただいたところ，幸いにも快くゼネコン，解
体工事業者，全解工連の協力が得られた。しかしながら，早期に新版の出版が期待されている状況と執
筆陣の実力を鑑み，笠井先生が志向されていた大改訂を断念，将来の大改訂を見据えた改訂の立場を採っ
た。そして，笠井先生・毛見先生のご遺族のご同意を得て，「改訂　新・解体工法と積算」として，今
回の出版に至った。笠井先生・毛見先生のご逝去から５年半，旧版「新・解体工法と積算」の出版から
実に 14 年の月日がかかったことになる。
　先述のとおり，今回の改訂は「新・解体工法と積算」の改訂という立場を採っているが，14 年間の
解体工事の変化，規制およびその運用の変化への対応に加え，執筆者が一新したことから，全面的な書
き直しになっており，大改訂に近いと思える部分もある。以下，改訂に伴う各章の要点を述べる。
　第１章「解体の必要性とその沿革」では，2003 年に「新・解体工法と積算」が出版された以降の変
化を踏まえて，「解体の必要性とその沿革」の現状について，最近の資料を加え解説している。とりわけ，
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「解体工事業」の成立に伴うものは新しく，環境配慮の重視の流れから「解体材処理の推移」を節とし
て加えた。
　第２章「各種解体工法と機械」では，旧版では取り上げていたものであっても現在実績の無いものは，
過去のものとの位置付けで，原則として今回取り上げなかった。大きな変更がない工法・機械も多いが，
極力，現在における状況から内容を新しくしている。
　第３章「解体工事の計画」では，旧版以降，環境配慮やそれに伴う規制の強化等により変化してきた

「解体工事の計画」について，内容を一新している。
　第４章「災害防止対策と環境保全」では，2003 年の静岡県富士市における外壁転倒公衆災害以降，
今日に至るまで重大公衆・労働災害が繰り返し発生している現状を鑑み，その防止につながるよう内容
を一新している。また，環境保全に関して規制が強まる中，強化された規制を踏まえた環境保全のあり
方についても理解できるよう，内容を改めている。
　第５章「各種構造物の解体工法」について，旧版第７章「鉄筋コンクリート造の解体」がその事例を
載せることで構成されていたのに対し，同旧版第８章「鉄骨造の解体」，第９章「木造の解体」は，そ
れぞれの解体工法の解説で構成され，鉄筋コンクリート造の解体については，旧版の第５章「各種構造
物の解体工法」で述べられていた実際を鑑み，旧版第７章にあたる「鉄筋コンクリート造の解体」の章
を廃し，本書第５章「各種構造物の解体工法」は，主に RC 造，SRC 造の解体を念頭におき，それら
の解体の現状に即して再構築したものであり，最新の情報を反映させた。なお，事例についてはなるべ
く最近のものに入れ替え，この第５章の中で扱うこととした。
　第６章「鉄骨造の解体」では，現状に即した内容・解説に入れ替え，更に，ゼネコン各社から発表さ
れている超高層鉄骨造の解体の事例や提案をコラムの形で掲載した。
　第７章「解体工事の積算」は，社会構造の変化の中，RC 造，SRC 造，S 造を対象として現在の実状
を反映させたものに改め，章の位置も第５章，第６章の後に移動させた。
　第８章「木造の解体」では，分別解体および解体材の処理に関する変化，現状に即した内容・解説に
入れ替えた。また，木造の解体工事の積算は，RC 造，SRC 造，S 造と一緒に扱うことに限界があるこ
とから，この章の中で扱っている。
　第９章「解体材の処理と再利用」では，旧版以降，特に変化の大きい事柄を扱った章として最新の情
報を加え，大幅に増強した。
　第 10 章「曳家」について，本章は笠井先生の大改訂構想の下，初めて章立てを予定したものであっ
た。他に先んじて担当者を決めて準備中であり，これを実現させたものである。その概要，沿革に，木
造，鉄筋コンクリート造，鉄骨造の事例を加え，「曳家」をコンパクトにまとめた。
　今回，旧版第 11 章「解体工事工法の将来」にあたる章を廃した。超高強度コンクリート部材の解体
問題など今後解決しなければならない課題等は，関連章においてコラムで扱うなどで対応している。
　以上，出版時期が設定された中，新規執筆陣でできるだけのことをやって出版へとこぎ着けた結果が，
この構成である。大改訂までには至っていないものの，今回の改訂版の出版は意義あるものと自負して
いる。現時点における最良の解体に関する書籍として，解体工事の施工技術者はもとより，設計技術者，
工事監理者，建設廃棄物処理技術者，建設行政を担う方々にとって，資するところがあれば幸いである。

　2017 年３月
解体工法研究会代表　湯　浅　　昇
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